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1
わ
が
国
財
政
は
楽
観
で
き
る
状
況
に
な
い

　

わ
が
国
の
財
政
は
極
め
て
厳
し
い
状
況

に
あ
る
。
現
状
に
お
い
て
、
す
で
に
国
と

地
方
を
合
わ
せ
た
政
府
債
務
は
名
目

G
D
P
の
2
5
0
%
を
超
え
、
世
界
の
主

要
国
の
中
で
も
突
出
し
て
高
い
水
準
に
あ

る
。
さ
ら
に
今
後
、
少
子
高
齢
化
が
急
速

に
進
む
中
で
社
会
保
障
費
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
な
ど
、
こ
の
ま
ま
で
は
財
政
収
支

は
い
っ
そ
う
逼ひ

っ
ぱ
く迫
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
。
本
稿
で
は
わ
が
国
財
政
の
課
題
を
確

認
し
た
上
で
、
求
め
ら
れ
る
対
応
を
整
理

す
る
。

　

わ
が
国
財
政
の
問
題
点
は
、
ス
ト
ッ
ク

と
し
て
債
務
額
が
極
め
て
大
き
い
こ
と
に

加
え
て
、
フ
ロ
ー
の
収
支
も
マ
イ
ナ
ス
が

続
い
て
い
る
た
め
に
債
務
額
が
増
え
続
け

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
債
務
の
金
額
を
見

る
と
、
中
央
政
府
の
債
務
で
あ
る
普
通
国

債
の
残
高
が
2
0
2
4
年
度
末
に
は
当
初

予
算
ベ
ー
ス
で
1
1
0
5
兆
円
に
達
し
、

こ
れ
だ
け
で
名
目
G
D
P
の
2
倍
近
く
に

及
ぶ
。（
数
値
は
財
務
省
「
日
本
の
財
政

関
連
資
料
」
令
和
6
年
4
月
に
基
づ
く
。

以
下
、
特
に
出
所
明
記
が
な
い
場
合
は
同

様
）。
こ
れ
に
地
方
の
債
務
や
社
会
保
障

基
金
な
ど
を
加
え
た
S
N
A
ベ
ー
ス
の
政

府
債
務
の
対
名
目
G
D
P
比
率
で
国
際
比

較
を
す
る
と
、
21
年
時
点
で
の
わ
が
国
の

比
率
は
2
5
5
%
と
、
1
2
6
%
の
米
国

は
も
と
よ
り
、
2
0
1
%
の
ギ
リ
シ
ャ
や

1
5
0
%
の
イ
タ
リ
ア
よ
り
も
は
る
か
に

高
い
。
さ
ら
に
、
フ
ロ
ー
の
財
政
収
支
も

赤
字
が
続
い
て
お
り
、
地
方
な
ど
を
含
め

た
S
N
A
ベ
ー
ス
の
赤
字
幅
は
22
年
に
は

名
目
G
D
P
比
の
5
・
5
%
と
先
進
7
カ

国
（
G
7
）
各
国
の
中
で
イ
タ
リ
ア
に
次

い
で
大
き
い
。

2
財
政
再
建
の
取
り
組
み
は
不
十
分

　

こ
う
し
た
数
字
を
踏
ま
え
て
財
政
再
建

の
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
こ
と
は
、
か

ね
て
指
摘
さ
れ
て
は
い
る
が
、
実
際
の
と

こ
ろ
は
な
か
な
か
進し

ん
ち
ょ
く捗
し
て
い
な
い
。

　

債
務
残
高
を
増
加
さ
せ
な
い
た
め
に
は

フ
ロ
ー
の
改
善
が
必
要
で
あ
り
、
政
府
は

「
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
基
礎
的
財

政
収
支
）」
を
25
年
度
に
黒
字
化
さ
せ
る

財
政
再
建
に
向
け
た
課
題

健
全
な
危
機
感
の
共
有
を

三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

執
行
役
員
調
査
部
長

中
塚
伸
幸

解 説

　
わ
が
国
の
政
府
債
務
は
国
内
総
生
産
（
G
D
P
）
の
2
・
5
倍
以
上
と
主
要
国
の
中
で
突
出
し
て
高
く
、
フ
ロ
ー
の
収

支
で
あ
る
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
も
赤
字
が
続
く
。
さ
ら
に
、
高
齢
化
の
進
展
で
社
会
保
障
費
が
今
後
一
段
と
膨
ら
む

見
込
み
で
あ
る
上
、
金
利
上
昇
で
利
払
い
負
担
が
増
加
す
る
可
能
性
も
高
い
。
財
政
再
建
の
必
要
性
は
指
摘
さ
れ
て
は
い

る
も
の
の
、
実
際
の
取
り
組
み
は
十
分
で
は
な
い
。
実
態
を
正
確
に
踏
ま
え
て
、
補
正
予
算
の
厳
格
化
や
「
賢
い
支
出
」

の
徹
底
な
ど
財
政
規
律
を
回
復
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。
国
債
発
行
と
い
う
将
来
世
代
の
負
担
に
よ
っ
て
現
在
の
世
代
が
行

政
の
便
益
を
受
け
て
い
る
事
実
を
重
く
受
け
止
め
、
健
全
な
危
機
感
を
共
有
し
て
財
政
再
建
に
取
り
組
む
こ
と
が
強
く
求

め
ら
れ
る
。

な
か
つ
か
・
の
ぶ
ゆ
き　
85
年
三
和

銀
行（
現
三
菱
U
F
J
銀
行
）入
行
、

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
駐
在
、企
業
調
査
部

長
な
ど
を
経
て
、18
年
よ
り
三
菱

U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
調
査
部
長
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こ
と
を
目
標
と
し
て
い
る
。
こ
こ
で
の
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
と
は
、
地
方
を
含

め
た
政
府
の
S
N
A
ベ
ー
ス
の
収
支
の
こ

と
で
、
収
入
は
税
収
な
ど
（
債
券
発
行
に

よ
る
調
達
額
は
含
め
な
い
）、
支
出
は
利

払
い
費
を
除
く
「
政
策
的
経
費
」
で
あ
り
、

つ
ま
り
は
社
会
保
障
や
公
共
事
業
な
ど
さ

ま
ざ
ま
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
の
経
費
が
そ
の
年
の
税
収
な
ど
で
賄
わ

れ
て
い
る
か
ど
う
か
を
み
る
指
標
で
あ
る
。

上
述
の
「
財
政
収
支
」
と
は
支
出
に
利
払

い
費
を
含
ま
な
い
点
で
異
な
る
。

　

こ
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
推
移

を
見
る
と
、
1
9
9
2
年
度
以
降
は
一
貫

し
て
赤
字
が
続
い
て
お
り
、
総
じ
て
平
時

に
は
赤
字
幅
は
縮
小
す
る
傾
向
に
あ
る
も

の
の
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
や
コ
ロ
ナ

禍
な
ど
危
機
の
際
に
は
歳
出
の
拡
大
で
赤

字
幅
が
拡
大
す
る
と
い
う
こ
と

を
繰
り
返
し
て
い
る
。
近
年
で

は
コ
ロ
ナ
禍
に
対
応
し
た
経
済

対
策
支
出
の
増
大
に
よ
り

2
0
2
0
年
度
に
赤
字
幅
が

9
・
1
%
程
度
へ
と
大
幅
に
拡

大
し
た
が
、
そ
の
後
、
21
年
度

は
5
・
5
%
程
度
、
22
年
度
は

3
・
5
%
程
度
と
徐
々
に
改
善

し
て
き
て
い
る
。
し
か
し
、
23

年
度
に
は
、
物
価
高
に
対
応
し

た
支
出
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、

再
び
赤
字
幅
は
5
・
1
%
程
度

に
拡
大
し
た
見
込
み
で
あ
る
。

　

内
閣
府
は
半
年
ご
と
に
「
中

長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試

算
」
を
公
表
し
、
今
後
の
財
政

状
況
の
予
測
を
示
し
て
い
る
が
、

24
年
1
月
時
点
の
予
測
で
は
、

黒
字
化
を
目
標
に
し
て
い
る
25

年
度
に
お
い
て
も
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン

ス
は
、
保
守
的
な
経
済
シ
ナ
リ
オ
に
基
づ

く
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
で
マ
イ
ナ
ス

0
・
4
%
程
度
、
よ
り
高
い
成
長
率
を
見

込
む
成
長
実
現
ケ
ー
ス
で
も
マ
イ
ナ
ス

0
・
2
%
程
度
と
、
い
ず
れ
の
場
合
も
赤

字
が
見
込
ま
れ
て
い
る
（
図
表
1
）。
こ

の
予
測
値
に
対
し
政
府
は
、
歳
出
改
革
を

継
続
す
れ
ば
25
年
度
の
黒
字
化
が
視
野
に

入
る
状
況
と
表
明
し
て
い
る
が
、
予
断
を

許
さ
な
い
。
ま
た
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー

ス
の
予
測
で
は
、
20
年
代
後
半
を
通
じ
て

小
幅
な
が
ら
も
赤
字
が
継
続
す
る
見
込
み

と
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
も
含
め
た
S
N
A
ベ
ー
ス
の
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
計
算
は
や
や
複
雑

で
あ
る
た
め
、
直
感
的
に
分
か
り
や
す
い

国
の
一
般
会
計
ベ
ー
ス
の
政
策
的
経
費
と

税
収
な
ど
の
差
額
を
見
て
み
る
と
、
24
年

度
の
当
初
予
算
で
は
、
政
策
的
経
費
は
85

兆
6
0
0
0
億
円
、
税
収
な
ど
は
77
兆

1
0
0
0
億
円
で
、
差
し
引
き
8
兆
円
以

上
の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
一

般
会
計
ベ
ー
ス
で
も
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ

ン
ス
は
赤
字
で
あ
り
、
コ
ロ
ナ
禍
対
応
で

収
支
が
悪
化
し
た
あ
と
徐
々
に
改
善
傾
向

に
は
あ
る
も
の
の
、
十
分
に
「
正
常
化
」

が
進
ん
で
い
る
と
は
い
え
な
い
。

　

債
務
抑
制
の
た
め
に
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ

ラ
ン
ス
を
黒
字
化
さ
せ
る
こ
と
は
ま
ず
大

前
提
で
あ
る
が
、
し
か
し
、
仮
に
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
が
ゼ
ロ
で
あ
っ
て
も
、

金
利
の
上
昇
で
国
債
の
利
払
い
額
が
増
加

す
れ
ば
、
そ
の
分
は
債
券
発
行
で
調
達
せ

ね
ば
な
ら
ず
、
債
務
残
高
は
増
加
す
る
。

も
っ
と
も
、
G
D
P
比
で
見
た
場
合
、
分

母
で
あ
る
名
目
G
D
P
の
増
加
が
利
払
い

額
の
増
加
を
上
回
れ
ば
債
務
の
比
率
は
上

昇
し
な
い
。
す
な
わ
ち
、
名
目
成
長
率
が

長
期
金
利
よ
り
も
高
け
れ
ば
債
務
の
対

G
D
P
比
率
の
上
昇
は
避
け
ら
れ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
名
目
成
長
率
は
常
に

金
利
よ
り
も
高
い
と
は
限
ら
な
い
。
直
近

23
年
度
は
イ
ン
フ
レ
の
影
響
も
あ
っ
て
名

目
成
長
率
は
5
・
3
%
と
、
1
%
未
満
で

あ
っ
た
10
年
国
債
の
平
均
金
利
を
上
回
っ

て
い
る
が
、
長
期
的
な
推
移
を
見
る
と
成

長
率
が
金
利
を
下
回
る
こ
と
も
少
な
く
な

い
。
特
に
現
在
の
日
本
は
国
債
発
行
残
高

の
50
%
以
上
を
日
本
銀
行
が
保
有
す
る
と

い
う
異
例
の
状
況
に
な
っ
て
お
り
、
こ
の

こ
と
が
国
債
の
金
利
を
低
く
抑
え
る
一
因

に
な
っ
て
い
る
が
、
今
後
の
金
融
政
策
次

第
で
金
利
が
上
昇
す
る
余
地
は
十
分
に
あ

る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。

3 

歳
出
拡
大
の
主
因
は
社
会
保
障
費

　

政
府
一
般
歳
出
の
う
ち
の
国
債
費
を
除
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（出所）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2024年1月）

〈図表1〉国と地方のプライマリーバランス対GDP比
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く
政
策
的
経
費
が
近
年
増
加
し
て
い
る
最

大
の
要
因
は
社
会
保
障
費
の
増
加
で
あ
る
。

1
9
9
0
年
度
の
当
初
予
算
と
2
0
2
4

年
度
の
当
初
予
算
を
比
較
し
て
見
る
と

（
図
表
2
）、
政
策
的
経
費
全
体
で
は
51
兆

9
0
0
0
億
円
か
ら
85
兆
6
0
0
0
億
円

へ
と
約
1
・
6
倍
に
膨
ら
み
、
金
額
で
は

33
兆
7
0
0
0
億
円
増
加
し
て
い
る
。
こ

の
う
ち
社
会
保
障
費
は
11
兆
6
0
0
0
億

円
か
ら
約
3
倍
の
37
兆
7
0
0
0
億
円
に

な
り
、
増
加
額
は
26
兆
1
0
0
0
億
円
と

政
策
経
費
全
体
の
増
加
額
の
約
8
割
を
占

め
て
い
る
。
社
会
保
障
費
以
外
で
は
、
地

方
交
付
税
が
2
兆
5
0
0
0
億
円
の
増
加
、

公
共
事
業
費
は
ほ
ぼ
横
ば
い
、
文
教
費
や

防
衛
費
な
ど
を
合
わ
せ
た
そ
の
他
の
歳
出

は
5
兆
1
0
0
0
億
円
の
増
加
と
、
社
会

保
障
費
に
比
べ
る
と
伸
び
は
限
ら
れ
る
。

実
際
、
政
府
は
「
歳
出
の
目
安
」
と
し
て
、

非
社
会
保
障
費
に
つ
い
て
は
3
年
間
の
増

加
額
を
合
計
1
0
0
0
億
円
程
度
に
と
ど

め
る
な
ど
、
抑
制
的
な
運
用
を
し
て
き
た
。

つ
ま
り
、
社
会
保
障
費
が
膨
張
す
る
中
で

歳
出
全
体
の
伸
び
を
抑
え
る
た
め
に
、
教

育
関
連
や
経
済
振
興
の
た
め
の
経
費
を
抑

え
た
わ
け
で
あ
り
、
財
政
の
「
硬
直
化
」

が
進
ん
で
い
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
、
社
会
保

障
費
は
今
後
も
増
加
が
続
く
。
18
年
に
内

閣
官
房
、
内
閣
府
、
財
務
省
、
厚
生
労
働

省
が
作
成
、
公
表
し
た
「
2
0
4
0
年
を

見
据
え
た
社
会
保
障
の
将
来
見
通
し
（
議

論
の
素
材
）」
に
よ
れ
ば
、
18
年
度
に

1
2
1
兆
円
で
あ
っ
た
社
会
保
障
給
付
費

は
40
年
度
に
は
1
9
0
兆
円
と
、
18
年
度

の
約
1
・
6
倍
に
膨
れ
上
が
る
と
試
算
さ

れ
て
い
る
（
図
表
3
）。
こ
の
間
の
増
加

額
69
兆
円
の
内
訳
は
、
年
金
が
16
兆
円
、

医
療
費
が
29
兆
円
、
介
護
が
14
兆
円
、
子

ど
も
・
子
育
て
関
連
な
ど
そ
の
他
が
10
兆

円
と
な
っ
て
お
り
、
特
に
医
療
費
の
増
加

が
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る
。

　

年
金
、
医
療
、
介
護
な
ど
の
社
会
保
障

は
そ
れ
ぞ
れ
保
険
料
に
よ
る
収
入
が
あ
る

1990年度
一般歳出
66.2兆円

2024年度
一般歳出
112.6兆円

公共
事業
6.2

公共
事業
6.1

その他
9.6 交付税

15.3

社会保障費は
3倍に

交付税
17.8

国債費
27.0

社会保障
37.7

社会
保障
11.6

国債費
14.3

その他
10.6

文教
科技
5.1

文教
科技
5.5

防衛
7.9

防衛
4.2

（兆円）

年金

医療

介護

子ども・子育て

その他

2018年度（実績） 2025年度 2040年度

56.7

121.3

39.2

10.7
7.9
6.7

59.9

47.8

15.3
10.0
7.7

140.6

73.2

66.7

25.8

13.1
9.4

190.0200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

（出所）内閣府「日本の財政関係資料」より作成

〈図表2〉一般歳出（当初予算）の比較

（注）経済の前提はベースラインケース、医療費は計画ベース、薬価単価の伸びが高めのケース
（出所）内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障給付の将来見通し（議論の素材）」

〈図表3〉社会保障給付費の見通し
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が
、
保
険
料
だ
け
で
は
給
付
を
賄
え
て
お

ら
ず
、
国
の
一
般
歳
出
と
地
方
の
一
般
財

源
か
ら
の
支
出
で
あ
る
「
公
費
」
が
収
入

全
体
の
約
4
割
を
担
っ
て
い
る
。
社
会
保

障
給
付
が
膨
ら
む
と
と
も
に
、
こ
の
公
費

支
出
も
増
大
し
、
財
政
は
さ
ら
に
逼
迫
度

を
増
す
。

　

社
会
保
障
支
出
の
G
D
P
比
（
21
年
）

を
見
る
と
、
日
本
は
26
・
9
%
で
、
30
%

を
超
す
フ
ラ
ン
ス
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
な
ど

と
比
べ
る
と
低
く
、
22
・
4
%
の
米
国
よ

り
は
高
い
。
つ
ま
り
、
福
祉
の
相
対
的
な

水
準
と
し
て
は
中
程
度
と
言
っ
て
よ
い
で

あ
ろ
う
。
一
方
、
税
と
社
会
保
険
料
を
合

わ
せ
た
国
民
負
担
率
（
社
会
保
障
以
外
も

含
め
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
全
般
に
対
す
る
負

担
額
の
国
民
所
得
に
対
す
る
比
率
）
を
見

る
と
日
本
は
48
・
1
%
で
、
社
会
保
障
支

出
の
G
D
P
比
率
で
は
日
本
を
下
回
る
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
が
55
%
、
同
じ
く
オ
ラ
ン
ダ

が
52
%
で
あ
る
の
と
比
べ
る
と
、
負
担
率

は
か
な
り
低
い
。
つ
ま
り
、
日
本
は
「
中

福
祉
・
低
負
担
」
と
言
っ
て
よ
く
、
給
付

と
負
担
が
バ
ラ
ン
ス
し
て
い
る
と
は
言
い

難
い
。

　

社
会
保
障
給
付
の
膨
張
は
、
公
費
増
加

に
よ
る
財
政
の
逼
迫
を
も
た
ら
す
と
と
も

に
、
保
険
料
負
担
の
増
大
に
よ
っ
て
家
計

も
圧
迫
す
る
。
年
金
保
険
料
に
つ
い
て
は

04
年
の
制
度
改
革
で
、
保
険
料
負
担
の
上

限
を
固
定
す
る
と
と
も
に
、「
マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド
」
と
呼
ば
れ
る
調
整
の
仕
組

み
を
導
入
し
た
こ
と
で
、
給
付
と
収
入
を

バ
ラ
ン
ス
さ
せ
る
一
定
の
歯
止
め
は
か
け

ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
医
療
と
介
護
に
つ

い
て
は
こ
う
し
た
調
整
の
仕
組
み
は
な
く
、

高
齢
化
や
治
療
費
用
の
上
昇
な
ど
に
よ
っ

て
今
後
も
膨
張
が
見
込
ま
れ
る
。
こ
の
た

め
、
例
え
ば
年
齢
に
よ
っ
て
負
担
割
合
を

決
め
て
い
る
現
行
制
度
を
改
め
、
所
得
や

資
産
の
あ
る
高
齢
者
に
は
応
分
の
負
担
を

求
め
る
な
ど
、
給
付
と
負
担
の
見
直
し
を

進
め
る
こ
と
が
肝
要
で
あ
ろ
う
。

4 

求
め
ら
れ
る
対
応

　

①
規
律
の
回
復

　

財
政
再
建
が
進
ま
な
い
要
因
の
一
つ
に
、

財
政
支
出
に
よ
っ
て
経
済
再
生
を
図
る
こ

と
が
先
決
だ
、
と
の
主
張
が
あ
る
。
経
済

政
策
は
財
政
政
策
と
金
融
政
策
を
も
っ
て

そ
の
両
輪
と
す
る
が
、
金
融
政
策
の
方
は

10
年
に
わ
た
る
異
次
元
緩
和
も
日
本
経
済

の
成
長
力
向
上
に
結
び
つ
か
な
か
っ
た
こ

と
が
明
ら
か
に
な
り
、
財
政
政
策
に
期
待

す
る
声
も
少
な
く
は
な
い
。
短
期
的
に
財

政
赤
字
が
拡
大
し
て
も
需
要
喚
起
に
よ
っ

て
経
済
が
成
長
軌
道
に
乗
れ
ば
税
収
が
増

え
、
い
ず
れ
財
政
収
支
は
改
善
す
る
、
と

の
考
え
方
で
あ
ろ
う
。

　

し
か
し
、
わ
が
国
の
政
府
債
務
の
水
準

は
す
で
に
欧
米
主
要
国
と
比
べ
て
は
る
か

に
高
い
。
コ
ロ
ナ
禍
の
よ
う
な
大
惨
事
に

対
処
す
る
た
め
の
経
済
対
策
は
必
要
で
あ

る
が
、
平
時
に
お
い
て
は
規
律
あ
る
財
政

運
営
を
行
い
、
将
来
的
に
想
定
さ
れ
る
地

震
な
ど
の
大
災
害
や
新
た
な
パ
ン
デ
ミ
ッ

ク
に
備
え
た
余
力
を
創
出
し
て
お
く
こ
と

が
強
く
求
め
ら
れ
る
。

　

現
状
は
、
債
務
残
高
が
大
き
い
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
政
府
の
財
政
運
営
へ
の

信
認
は
何
と
か
維
持
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
は
内
外
の
投
資
家
が
、
日
本
も
最
低

限
の
財
政
規
律
は
保
っ
て
い
る
と
み
て

い
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
う

し
た
信
認
が
揺
ら
ぐ
リ
ス
ク
は
常
に
あ

り
、
い
っ
た
ん
リ
ス
ク
が
顕
在
化
す
れ

ば
、
日
本
国
債
や
円
の
暴
落
と
い
う
恐

ろ
し
い
事
態
に
つ
な
が
る
。

　

実
際
、
22
年
の
英
国
で
は
ト
ラ
ス
政

権
が
大
規
模
な
減
税
や
補
助
金
な
ど
、

大
盤
振
る
舞
い
の
財
政
支
出
を
盛
り
込

ん
だ
成
長
戦
略
を
発
表
し
た
が
、
財
源

は
国
債
増
発
で
賄
う
と
い
う
方
針
が
市

場
か
ら
問
題
視
さ
れ
、
金
利
の
急
騰
と

ポ
ン
ド
の
暴
落
を
招
い
た
。
こ
の
た
め

英
国
の
中
央
銀
行
は
国
債
の
緊
急
買
い

入
れ
を
行
う
な
ど
の
対
応
を
迫
ら
れ
、

ま
た
、
こ
の
混
乱
に
よ
り
ト
ラ
ス
首
相
は

就
任
か
ら
わ
ず
か
1
カ
月
半
で
の
退
陣
を

余
儀
な
く
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
市
場
に
よ

る
警
告
を
わ
が
国
も
他
山
の
石
と
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　

②
補
正
予
算
の
厳
格
化

　

財
政
規
律
を
回
復
さ
せ
る
上
で
は
、
補

正
予
算
の
厳
格
運
用
も
重
要
で
あ
る
。
近

年
、
補
正
予
算
の
規
模
は
コ
ロ
ナ
前
に
比

93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23

（兆円）

（年度）
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（出所）財務省

〈図表4〉補正予算の規模
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べ
て
大
き
く
な
っ
て
い
る
（
図
表
4
）。

一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
前
年
度
予
算
を

ベ
ー
ス
に
財
務
省
に
よ
る
調
整
な
ど
数
カ

月
の
期
間
を
か
け
て
策
定
さ
れ
、
国
会
で

も
相
応
の
時
間
を
か
け
て
審
議
さ
れ
る
。

一
方
、
補
正
予
算
は
当
初
予
算
に
お
け
る

前
年
度
予
算
の
よ
う
な
目
安
が
な
く
、
か

つ
査
定
・
審
議
は
時
間
も
限
ら
れ
る
た
め

甘
く
な
り
が
ち
で
あ
る
。
20
年
度
の
よ
う

に
コ
ロ
ナ
禍
と
い
う
未
曽
有
の
危
機
に
際

し
て
は
思
い
切
っ
た
経
済
対
策
が
必
要
で

あ
り
、
70
兆
円
を
超
す
補
正
予
算
と
な
っ

た
の
も
致
し
方
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

21
年
度
、
22
年
度
も
30
兆
円
を
上
回
り
、

23
年
度
も
13
兆
円
と
2
桁
兆
円
に
上
っ
て

い
る
。
19
年
度
ま
で
の
7
年
間
の
平
均
が

3
兆
4
0
0
0
億
円
で
あ
っ
た
の
と
は
大

き
な
開
き
が
あ
る
。

　

補
正
予
算
の
中
身
に
は
妥
当
性
に
疑
義

が
あ
る
も
の
が
多
い
。
財
政
法
で
は
補
正

予
算
は
「
予
算
作
成
後
に
生
じ
た
理
由
に

基
づ
き
特
に
緊
要
と
な
っ
た
経
費
の
追
加

や
変
更
」
の
た
め
の
も
の
と
定
め
ら
れ
て

い
る
が
、
こ
の
と
こ
ろ
の
補
正
予
算
に
は

本
来
は
当
初
予
算
に
盛
り
込
む
べ
き
も
の

も
散
見
さ
れ
、
当
初
予
算
で
の
査
定
・
審

議
を
回
避
す
る
「
抜
け
道
」
に
な
っ
て
い

る
と
の
批
判
も
あ
る
。
ま
た
、
複
数
年
度

に
わ
た
る
基
金
と
し
て
計
上
さ
れ
た
も
の

も
多
い
。
複
数
年
予
算
は
長
期
的
視
点
に

立
っ
た
対
応
が
可
能
に
な
る
と
い
う
利
点

も
あ
る
が
、
一
方
で
、
金
額
あ
り
き
で
中

身
が
固
ま
ら
な
い
ま
ま
多
額
の
予
算
が
計

上
さ
れ
る
傾
向
も
あ
る
。
予
備
費
に
つ
い

て
も
同
様
の
こ
と
が
言
え
、
よ
り
厳
格
な

運
用
が
望
ま
れ
る
。

　

③
正
し
い
理
解
に
基
づ
く
健
全
な
危
機

感
を

　

政
策
効
果
を
吟
味
し
た
上
で
メ
リ
ハ
リ

を
つ
け
て
歳
出
を
選
択
す
る
こ
と
、
す
な

わ
ち
「
ワ
イ
ズ
ス
ペ
ン
デ
ィ
ン
グ
（
賢
い

歳
出
）」
の
必
要
性
も
か
ね
て
指
摘
さ
れ

る
が
、
徹
底
さ
れ
て
い
る
と
は
言
い
難
い
。

例
え
ば
、
ガ
ソ
リ
ン
価
格
維
持
の
た
め
の

支
援
金
は
「
激
変
緩
和
」
と
い
う
位
置
づ

け
で
あ
っ
た
が
、
22
年
1
月
の
制
度
開
始

か
ら
す
で
に
7
回
に
わ
た
っ
て
延
長
さ
れ
、

累
計
6
兆
円
超
が
投
入
さ
れ
て
い
る
。
ガ

ソ
リ
ン
価
格
の
高
騰
が
利
用
者
に
と
っ
て

痛
手
で
あ
る
こ
と
は
事
実
で
あ
る
が
、
し

か
し
、
市
場
機
能
を
通
じ
て
ガ
ソ
リ
ン
需

要
を
抑
制
し
つ
つ
脱
炭
素
に
も
つ
な
げ
る
、

と
い
う
調
整
の
機
会
を
損
な
っ
て
い
る
面

も
あ
り
、
本
政
策
は
中
長
期
に
わ
た
っ
て

継
続
す
べ
き
も
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
。
ま

た
、
防
衛
費
、
少
子
化
対
策
、
G
X
対
応

な
ど
の
分
野
で
も
歳
出
の
拡
大
が
見
込
ま

れ
る
が
、
財
源
は
必
ず
し
も
十
分
に
手
当

て
さ
れ
て
お
ら
ず
、
こ
の
点
で
も
厳
格
化

が
求
め
ら
れ
る
。
24
年
6
月
に
示
さ
れ
た
、

い
わ
ゆ
る
「
骨
太
の
方
針
」
で
は
「
25
年

度
か
ら
27
年
度
の
3
年
間
に
つ
い
て
、
こ

れ
ま
で
の
歳
出
改
革
努
力
を
継
続
す
る
」

と
明
記
さ
れ
て
い
る
が
、
実
の
あ
る
改
革

の
遂
行
が
望
ま
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
財
政
の
実
態
を
客
観
的
に
評

価
し
、
正
確
に
分
か
り
や
す
く
国
民
に
伝

え
る
努
力
も
必
要
で
あ
り
、
そ
の
方
策
と

し
て
中
立
的
機
関
の
設
置
を
求
め
る
声
も

強
い
。
米
国
で
は
独
立
財
政
機
関
で
あ
る

議
会
予
算
局
が
長
期
の
財
政
見
通
し
を
発

表
し
て
お
り
、
政
府
の
財
政
運
営
を
チ
ェ

ッ
ク
す
る
た
め
の
中
立
機
関
と
し
て
貢
献

し
て
い
る
。

　

財
政
赤
字
は
基
本
的
に
将
来
世
代
へ
の

負
担
の
先
送
り
で
あ
る
。
イ
ン
フ
ラ
の
よ

う
に
後
の
世
代
に
わ
た
り
便
益
が
享
受
さ

れ
る
場
合
は
債
務
の
返
済
が
長
期
に
わ
た

っ
て
も
合
理
的
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
医

療
費
や
介
護
費
な
ど
社
会
保
障
費
の
ほ
と

ん
ど
は
現
在
の
高
齢
者
の
た
め
で
あ
り
な

が
ら
将
来
世
代
の
負
担
と
な
る
国
債
に
よ

り
賄
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
は

看
過
し
て
は
な
ら
な
い
。
正
し
い
理
解
に

基
づ
い
た
健
全
な
危
機
感
を
共
有
す
る
こ

と
が
財
政
再
建
に
は
不
可
欠
で
あ
ろ
う
。


